
医療安全支援センターについて 

 

医療法第６条の 13 の規定に基づき、医療に関する患者・住民の苦情・心配や相談

に対応し、病院、診療所、助産所、その他の医療を提供する施設に対する助言、情報

提供及び研修、患者・住民に対する助言及び情報提供、並びに地域における意識啓発

を図り医療安全を推進することによって、住民の医療に対する信頼を確保することを

目的として、設置されています。 

 

１ 基本方針（医療安全支援センター運営要領（H19厚生労働省）２） 

（１）患者・住民と医療提供施設との信頼関係の構築を支援するよう努めること。 

（２）患者・住民と医療提供施設との間にあって、中立的な立場から相談等に対応し、

患者・住民と医療提供施設の双方から信頼されるよう努めること。 

（３）患者・住民が相談しやすい環境整備に努めること。 

（４）相談者のプライバシーを保護し、相談により相談者が不利益を被ることがない

ように配慮する等、安心して相談できる環境整備に努めること。 

（５）地域の医療提供施設や医療関係団体の相談窓口や関係する機関・団体等と連携、

協力して運営する体制を構築するよう努めること。 

 

２ 運営主体（医療安全支援センター運営要領（H19厚生労働省）３） 

都道府県、保健所を設置する市及び特別区 

（現在、全国 380箇所以上で運営されています。） 

 

３ 運営体制（医療安全支援センター運営要領（H19厚生労働省）４） 

（１） 主な業務 

①患者・住民からの苦情や相談への対応（相談窓口の設置） 

②地域の実情に応じた医療安全推進協議会の開催 

③患者さん・住民からの相談等に適切に対応するために行う、関係する機関、団体

等との連絡調整 

④医療安全の確保に関する必要な情報の収集及び提供 

⑤研修会の受講等によるセンターの職員の資質の向上 

⑥医療安全の確保に関する必要な相談事例の収集、分析及び情報提供 

⑦医療安全施策の普及・啓発 

 

（２） 医療安全推進協議会 

都道府県及び保健所設置市区に設置されるセンターは、地域における患者・住民か

らの相談等に適切に対応するために、センターの運営方針や地域における医療安全の

推進のための方策等を検討する「医療安全推進協議会（以下「協議会」という。）」を

設ける。 

資料３ 



①委員 

協議会の中立性、公平性を確保するため、医療サービスを利用する者、医師会等

医療関係団体の担当者や弁護士等の有識者などから複数の委員を選任する。なお、

委員数は地域の実情に応じて定めること。 

②開催 

協議会は年４回程度を目途に、地域の実情に応じて開催する。 

③業務 

ア センターの運営方針及び業務内容の検討 

イ センターの業務の運営に係る関係機関・団体との連絡調整 

ウ 個別相談事例等のうち重要な事例や専門的な事例に係る助言 

エ 地域における医療安全の推進のための方策の検討 

オ その他センターの業務に関する重要事項の検討 

④その他 

その他協議会の運営について必要な事項は、別途都道府県等において定める。 

 

 

 

 

 

 

 







＜医療法＞ 

第六条の十三  都道府県、保健所を設置する市及び特別区（以下この条及び次条において「都

道府県等」という。）は、第六条の九に規定する措置を講ずるため、次に掲げる事務を実施

する施設（以下「医療安全支援センター」という。）を設けるよう努めなければならない。 

一  患者又はその家族からの当該都道府県等の区域内に所在する病院等における医療に関

する苦情に対応し、又は相談に応ずるとともに、当該患者若しくはその家族又は当該病院等

の管理者に対し、必要に応じ、助言を行うこと。  

二  当該都道府県等の区域内に所在する病院等の開設者若しくは管理者若しくは従業者又

は患者若しくはその家族若しくは住民に対し、医療の安全の確保に関し必要な情報の提供を

行うこと。  

三  当該都道府県等の区域内に所在する病院等の管理者又は従業者に対し、医療の安全に関

する研修を実施すること。  

四  前三号に掲げるもののほか、当該都道府県等の区域内における医療の安全の確保のため

に必要な支援を行うこと。  

２  都道府県等は、前項の規定により医療安全支援センターを設けたときは、その名称及び

所在地を公示しなければならない。  

３  都道府県等は、一般社団法人、一般財団法人その他の厚生労働省令で定める者に対し、

医療安全支援センターにおける業務を委託することができる。  

４  医療安全支援センターの業務に従事する職員（前項の規定により委託を受けた者（その

者が法人である場合にあつては、その役員）及びその職員を含む。）又はその職にあつた者

は、正当な理由がなく、その業務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。  

第六条の十四  国は、医療安全支援センターにおける事務の適切な実施に資するため、都道

府県等に対し、医療の 安全に関する情報の提供を行うほか、医療安全支援センターの運営

に関し必要な助言その他の援助 を行うものとする。 

 

 

＜医療法施行規則＞ 

第一条の十三  病院等の管理者は、都道府県知事、保健所を設置する市の市長又は特別区の

区長が法第六条の十三第一項第一号の規定に基づき行う助言に対し、適切な措置を講じるよ

う努めなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

今後の医療安全対策について 論点メモ 

 

（１）県内体制の整備 

 ①三重県医療安全推進協議会の拡充 

  委員を拡充し、同協議会において国の動きに対応しつつ、必要な情報共有、県の

施策への提案及び具体策の検討を行う。⇒ 実施済 

 ②医療事故情報の収集・提供等 

  (公財)日本医療機能評価機構が行う医療事故情報収集等事業において集約され

ている県内医療機関にかかる情報を県が入手する方策や入手した情報の活用方法

を検討する。さらに、医療事故情報収集等事業に参画していない医療機関におけ

る医療事故の発生状況についても把握し、集計・分析する仕組みについて検討を

行う。 

 ③相談体制の強化 

  医療事故調査制度の導入を契機に医療安全にかかる体制の充実を図るため、医療

安全支援センターの体制のあり方を検討する。 

 

（２）未然防止策の充実 

  医療法により、県は情報の提供、研修の実施、意識の啓発、その他必要な措置を

講ずるよう努めるとされており、医療機関は指針の策定や研修の実施、その他必

要な措置を講ずるとされている。 

  以上をふまえ、県は医療機関の取組を促し、必要な支援を行う。 

 ①県内医療機関の意識啓発 

  ○県による研修会  

    県内医療機関を対象に県内外有識者による医療安全に関する講演会・シンポ

ジウムを開催し、医療安全に対する意識の底上げを図る。⇒ 実施済 

  ○県内医療機関による情報交換会 

    実例を用いた事例検討会を開催する。検討会にて医療機関の対応状況を紹介

し、課題や今後の方策を参加者間で議論することで当事者意識の醸成を図る。

具体的な方策については今後検討する。 

 ②医療法第 25条に基づく立入検査 

  法令による医療安全の確保にかかる措置がされているかどうかの確認を行う。 

                                 ⇒ 実施済 

 ③県内医療機関の体制の確保 

  ○メディエーター等による相談体制の促進 

  ○医療安全の確保にかかる人材育成 

  ○設備整備 ⇒実施済 
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平成 27年度第１回三重県医療安全推進協議会 資料をもとに作成 


